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別 紙

調査研究内容

月 日 令和 5年 2月 1日 (水 )～令和 5年 2月 2日 (木 )

旅行先 東京都 衆議院第一会館

調査研究事項 特定地域づ くり事業協同組合外

〔内容〕

01日 (13:25～ 14:25)衆 議院第一会館 1218会 議室

特定地域づ くり事業協同組合について

対応者 :総務省地域力創造グループ地域振興室 天野純之介 課長補佐

農林水産省農村振興局農村政策部農村計画課農村政策推進室

安賞実 課長補佐

特定地域づ くり事業協同組合数は、令和 5年 2月 1日 現在全国で 72組合 あ り、令和

年度には 100を 超 える見込みである。組合 に対す る財政支援については、国では存在

す る間は行 う考えである。設立は都道府県に任せているが、基本的に過疎地域が要件で

ある。設立の流れは、①事業協同組合 (4事業者以上)をつくる②都道府県の認定を受

ける③都道府県労働局に届出 (派遣業登録)と なっている。

地方において、特に農業・観光分野な ど通年雇用ができない業種の人材確保、移住者

が移住先での就業確保、地域づ くり協力隊の任期後の受け皿等 として、国では特定地域

づくり事業協同組合を推進 している。本市で仮に導入する場合、設立要件には、人口と

財政力があるが、人 口は問題無 く、財政力は平均 より高 く要件には合致 しないが、被災

地であることか ら認可 され る可能性があるとのことであった。
J

01日 (14:30～ 15:05)衆 議院第一会館 1218会 議室

農泊推進対策について

対応者 :農林水産省農村振興局農村政策部都市農村交流課 米 田太一 農泊推進室長

農林水産省農村振興局農村政策部都市農村交流課

予算・活性化G 齊藤武 計画係長

農泊 とは、農 山漁村地域 に宿泊 し、滞在 中に豊かな地域資源 を活用 した食事や体験等

を楽 しむ 「農 山漁村滞在型旅行」である。

地域で農泊を推進す るために、先ずは法人化 された中核法人 (地域における宿泊、食

事・体験等の中核 を担 うとともに、地域全体のマーケテ ィングやマネジメン ト等の協議

会構成員間の調整 を行 う)を 中心 として、宿泊業、飲食業、交通業、旅行業、金融業、

農林水産業、小売業 (お 土産等)等 の多様な関係者がプ レイヤー として地域協議会に参



画 し、地域が一丸 となつて取 り組む ことが求められている。福島県内では 12の 協議会

が設立されてお り、この協議会に対 し、国ではソフ ト、ハー ド面の対策 として支援を行

なっている。

課題 として、コロナ禍 により停滞 している。高齢者が行 つている場合の後継者 な ど、

持続的な取 り組みが必要 となっていることである。

01日 (15:30～ 16:20)衆 議院第一会館 1218会 議室

中高一貫教育について

対応者 :文部科学省初等中等教育局参事官付 (高 等学校担当)白 川由梨 参事官補佐

文部科学省初等中等教育局参事官付 (高等学校担当)

高等教育改革係 長屋美咲

中高一貫教育校は全国に 673校 ある。中高一貫教育校の種類は、一つの学校 として、

6年間一体的に中高一貫教育を行 う「中等教育学校」、高等学校入学者選抜を行わずに、

同一設置者による中学校 と高等学校 を接続す る 「併設型 中学校・ 高等学校」、異なる設

置者 による中学校 と高等学校が、教育課程の編成や教員・生徒間交流等の連携 を深 める。

高等学校入学者選抜においては、調査書・学力検査の成績以外の資料により行 うことが

可能な 「連携型 中学校 。高等学校」があ り、約 8割 は併設型中学校・ 高等学校である。

仮に、南相馬市に中高一貫教育校を設置する場合、併設型では、市立中学校を県に移

管 しなければな らない。また、連携型 中学校・高等学校の場合は、県 と協議 しなければ

ならない等の課題が多い。

中高一貫教育校のメリッ トとして① 6年間で特色ある教育ができる②異年齢交流が

できることにより、精神的な成長が図られる③生徒と教員の理解が深まる④教員間の相

互理解が深まる。また、デメリッ トとして①併設型では、中だるみ しやす くなる②中学

1年～高校 3年 までの間に生徒間の学力差が広がり、対応する労力が必要となる③学校

の規模 によつては人間関係 の固定化 につながる、 といったことが挙げ られている。

02日 (9:30～ 10:20)衆 議院第一会館 1218会 議室

インターナシ ョナルスクールについて

対応者 :文部科学省大臣官房 出 口夏子  国際協力企 画室長

文部科学省初等中等教育局教育課程課 出分 日向子 専門官

文部科学省初等中等教育局教育課程課外国語教育推進室

岡田健裕 室長補佐

文部科学省総合政策教育局生涯学習推進課

専修学校教育振興室 船木茂人 室長補佐



文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課

教育制度改革室義務教育改革係 渡邊康博 専門職

全国にあるイ ンターナシ ョナルスクールについては、イ ンターナシ ョナルスクールの

定義が明確ではないため、文部科学省では全体数 を捉 えていないが、その中の学校教育

法第 134条 に基づ く各種学校 として都道府県知事の設置認可を受けている学校は 3

7校、無認可施設は 47校 が存在 している (令和 4年 3月 時点 )。 傾向 としては私立が

多 く、富裕層向け、寄宿舎 を併設 している施設がある。

私立のインターナショナルスクールは、①一条校 (学校教育法第1条 に基づく)②各

種学校 (学校教育法第 134条 に基づ く)③無認可施設があり、設置方法によつては施

設に対する支援が大きく異なつている。また、義務教育期間に就学 させる場合、一条校

として認 められていないイ ンターナシ ョナルスクールに就学 させた としても、法律で規

定 された就学義務 を履行 したことにはな らない となってお り、例 えば小学校 を一条校以

外のインターナシ ョナルスクールに通学 させ、中学校か ら一条校へ入学を希望 しても認

められない。

02日 (10:30～ 11:40)衆 議院第一会館 1218会 議室

復興創生期後の対応、ALPS処 理水の海洋放出と風評払拭対策について

対応者 :復 興庁 今井和哉 参事官 (調査・調整班 )

復興庁原子力災害復興班 中見大志 参事官

経済産業省資源エネルギー庁電力・ ガス事業部

原子力発電所事故収束対応室 山口雄三 廃炉・ 汚染水 。処理水対策官

第 2期 復興・創生期間以降における東 日本大震災か らの方針に基づき、地震 。津波被

災地域では、ハー ド事業は概ね終了 し、被災者 。子 ども、産業・生業の支援 は継続 して

行つてい く。また、原子力災害被災地域では、環境再生に向けた取組み、帰還・移住等

の促進、生活再建、福島イノベーションコース ト構想の推進、国際教育研究拠点の整備、

事業者、農林漁業者の再建、風評払拭・ リスクコミュニケーシ ョンの推進 を行い、令和

8年度以降は進捗状況を見なが ら進 めてい く考えである。

平成 5年 1月 13日 に発表 した「ALPS処 理水の処分に伴 う対策の進捗 と基本方針

の事項に向けて」か ら、徹底 した安全性の確認 と周知、全国大での安全 。安心への理解

醸成、将来にわた り安心 して事業継続・拡充できると、事業者が確信 を深 め られ る対応、

風評 に伴 う需要変動 に対す るセーフティーネ ッ ト、将来技術 (汚染水発生抑制、トリチ

ウム分離等)の継続的な追及 を行 つてい く。

尚、詳細については提供 された資料を参照いただきたい。


